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4.4　「個別の教育支援計画」への ICF の活用

静岡県立西部特別支援学校

ＩＣＦ推進プロジェクトチーム代表　　大谷公子

１．はじめにー ICF を取り入れることになった理由―

静岡県立西部特別支援学校（以下，本校）は，在籍児童生徒数 146人の特別支援学校（肢体不

自由）で，小学部，中学部，高等部の 3学部と訪問教育があります。児童生徒の障害の状況に合

わせて学部ごとに学習グループ（教科，生活，自立活動）を編成し，指導に取り組んでいます。

本校では『主体的に活動に取り組む子』の育成を目指し，「個別の教育支援計画」や「個別の

指導計画」を基に一人一人が持っている力を最大限に伸ばすための指導を行っています。これら

の取組の中での課題としては，個別の教育支援計画」が十分に活用されていないこと，児童生徒

の障害のみを実態として捉え，その改善・克服を目指して指導することにとらわれがちであるこ

と等があげられます。そこで，児童生徒一人一人を多面的に把握し，指導・支援の方向性をより

的確に導き出すために，ICF を活用し，個別の教育支援計画の改善・充実を図ることにしました。

２．取組の実際

（１）　研修組織
ICF の考え方を理解し，分類項目も取り入れた「個別の教育支援計画」を作成するために校務

分掌の主担当者（以下，課長）及び学部主事を構成員とした ICF 推進プロジェクトチームを組

織しました。さらに，「個別の教育支援計画」を試行する ICF 試行チーム，「個別の教育支援計画」

の試案についての課題を洗い出し，改善策を検討する ICF 活用チームも組織しました（表１）。

また，国立特別支援教育総合研究所の研究協力機関となり，必要に応じて指導・助言を得ながら

研修を進めることにしました。

表 1　　ICF の研修組織図
チーム名 構成員◎リーダー○サブリーダー 活動内容

ICF 推 進 プ ロ
ジェクトチー
ム（9人）

◎中学部主事，○小学部主事，○教務課長，
高等部主事，教育支援課長，進路課長，自立
活動課長，研修課長，試行チームリーダー

① ICF についての研修を推進する。②各学部ま

たは分掌において ICF を活用するための手立て

を考える。

ICF 試 行 チ ー
ム）（６人）

◎試行チームリーダー ( 生活学習グループ

（以下，Ｇ )，○中１自立学習Ｇ，○高１教科

学習Ｇ，小１自立活動学習Ｇ，小４生活学習

Ｇ，訪問教育担当

①試案を試行する。②学習グループの立場から，

試案についての課題を洗い出す。

ICF 活用
チーム

（14人）
ICF 推進チーム＋ ICF 試行チーム

① ICF の考え方に基づいた「個別の教育支援計

画（試案）」を試行し，さらに活用しやすい形式

を考えて全校試行に向けて，マニュアル作成を

行う。② ICF の考え方についての研修の推進及

び「ICF 関連図」の活用を図る。
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（２）個別の教育支援計画での ICF 活用を推進するための研修の構想
研修活動をとおして ICF を「個別の教育支援計画」等へ活用するための構想（３年計画）を図

１に示しました。まず平成 20 年度は ICF 推進プロジェクトチームを中心にしながら ICF につい

て理解し，活用の方向性を検討することにしました。続いて 21 年度は一部の学年で個別の教育

支援計画での ICF 活用の試行を行うとともに，ICF についての啓発に力を入れてきました。そし

て 22年度は，学校全体での取組を目指し，進めています。

 

図１　ICF 活用推進構想のイメージ図

（３） 平成 20 年度の取組
平成 20年度は，児童生徒の実態を的確に把握し，効率的な話し合いができるように，「個別の

教育支援計画」の形式を「ICF 関連図」とほぼ同じ形にし，試案を作成しました。その試案を試

行チームが試行するにあたり，次の３つの視点を満たすことに留意しました。

・Ｋ　　簡単（分かりやすい）　→　職員・保護者に分かりやすく，他機関に伝えやすい。

・Ｋ　　効果的（役立つ）　　　→　児童生徒の指導・支援のための話し合いに役立つ。

・Ｋ　　効率的（電子化）　　　→　データの電子化による作成・活用の効率化。
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「個別の教育支援計画」の試案を外部機関に提示し，意見を伺ったところ，活用しやすい方向

に改善されているという評価を得ました。

また，国立特別支援教育総合研究所の徳永亜希雄主任研究員を講師として招き，「ICF 関連図」

の活用についての研修を行い，その活用方法について理解を深めました。

（４）平成 21 年度の取組
平成 21 年度は，ICF 推進プロジェクトチームと自立活動課とが連携し，平成 20 年度までの自

立活動実態把握表を表２のように ICF の観点を取り入れた実態把握シートに変え，今まで行っ

ていた実態把握の方法からスムースに ICF の考え方に移行できるようにしました。この表に出

てくる大分類とは本校の ICF 関連図の６つの観点（①健康状態，②心身機能，身体構造，③で

きる活動，④参加の願い，⑤環境因子，⑥個人因子）を意味し，大項目とは個別の教育支援計画

の中の“できる活動”の大項目と合わせてあります。

平成 20 年度に作成した「個別の教育支援計画」の試案を一部の学年で試行し，試行学年から

の意見をもとに実効性を検証するとともに試行チームからの意見を取り入れ，また，外部機関・

保護者の意見も取り入れて，形式を改善し，図２のようにさらに活用しやすい形式に改善しまし

た。

また，「ICF 関連図」を学年会や学習グループ会等で実際に活用したところ，児童生徒を取り

巻く環境の把握や話し合いが効率的にできるという成果が見られました。

３. まとめ

（１）多面的な視点への気付きについて
ICF の考え方を理解することで，児童生徒の実態を多面的に捉えることの大切さを実感で　　

きました。また，児童生徒の障害の改善・克服を目指すことだけにとらわれなくなりました。今

までのように肢体不自由があることだけがその子の実態ではなく，参加や活動の状況や周りの環

境や本人の性格等も併せて総合的に捉えることができるようになりました。

（２）書式の工夫による効果的な話し合いの実現について
「個別の教育支援計画」の中に「ICF 関連図」を取り入れたことで，「個別の教育支援計画」を

そのまま話し合いのツールとしての「ICF 関連図」として活用できるようになり，学年会や学習

グループでの話し合いがしやすくなりました。そのため，課題解決のための話し合いがスムース

にでき，目標達成のための支援・手立ての共通理解がしやすく，多くの意見が効率よく出され，

記録として保存もできるようになりました。

また，「個別の教育支援計画」をＡ３用紙１枚にまとめたことにより，児童生徒の全体像が把

握しやすくなり，保護者や関係機関との話し合いで活用しやすくなりました。

（３）ICF の利点を生かす運用上の工夫について
児童生徒一人一人を多面的に把握し，指導・支援の方向性をより的確に導き出すために，ICF

を活用の検討を進めてきました。ICF の分類項目は 1424 項目あり，多岐にわたっているため，
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児童生徒の生活を網羅的に把握できるという優れた点がある反面，すべての分類項目を用いるこ

とは現実的ではないと判断し，本校独自の実態把握シートを作成することにしました。本シート

では，肢体不自由のある児童生徒に必要な項目について検討した上で電子化し，パソコンで手軽

に記入できるようにしました。このことにより本校の児童生徒に必要な実態把握が効率的にしか

も的確にできるようになり，引継ぎもスムースにできるようになりました。

４. 今後の方向性

これまでの 2年間の取組を生かし，この ICF の考え方を取り入れた「個別の教育支援計画」を

有効に活用し，児童生徒の実態を周りの環境も含めて多面的に捉え，保護者や関係機関と連携を

はかりながら，児童生徒の目指す将来像の実現に向けたより良い指導・支援につなげていきたい

と思います。そのために３年構想の最終年度の 22 年度は，学校全体で着実に進めていきたいと

思います。
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